PFIとは(坪井)
　PFI（Private Finance Initiative）とは、公共施設等の建設維持管理、運営等を民間の資金、経営能力および技術的能力を活用して行う新しい手法である。民間の資金、経営能力、技術的能力を活用することにより、国や地方公共団体等が直接実施するよりも効率的かつ効果的に公共サービスを提供できる事業について、PFI手法で実施する。PFI導入によって、国や地方公共団体の事業コストの削減、より質の高い公共サービスの提供が目指されている。
　我が国では、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」(PFI法)が平成11年7月に制定され、平成12年3月にPFIの理念とその実現のための方法を示す「基本方針」が、民間資金等活用事業推進委員会（PFI推進委員会）の議を経て、内閣総理大臣によって策定され、PFI事業の枠組みが設けられた。英国など海外では、既にPFI方式による公共サービスの提供が実施されており、有料橋、鉄道、病院、学校などの公共施設等の整備等、再開発などの分野で成果を収めている。
　PFIの対象である「公共施設等」（PFI法1条）として例示されているのは、例えば次のようなものである（同2条1項1~3号。4~6号は省略）。

一　道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、下水道、工業用水道等の公共施設

二　庁舎、宿舎等の公用施設

三　賃貸住宅及び教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設、社会福祉施設、更生保護施設、駐車場、地下街等の公益的施設

　また、同法2条2項において、「公共施設等の整備等」（同法1条）は「公共施設等の建設、製造、改修、維持管理若しくは運営又はこれらに関する企画をいい、国民に対するサービスの提供を含む」と定義づけられている。すなわち、いわゆる「箱もの」の建設だけでなく、その運営等もPFI事業に含まれる。
　法務省所管のPFI事業として、現在は矯正施設４庁がPFI手法によって整備・運営されている（詳細は別レジュメ「日本のPFI刑務所について」参照）。その第一号である美祢社会復帰促進センターの整備・運営にあたって、次のような基本構想が打ち出されている。

　犯罪情勢の悪化等に伴う矯正施設の著しい過剰収容状態やそれによる処遇環境の悪化等を速やかに緩和,解消し,適正な収容を確保することは喫緊の課題であることから,法務省では,新たに刑務所を1庁を整備することとした。
　新たに刑務所を整備するに当たっては,「国民に理解され,支えられる刑務所」を整備するという基本理念の下,国民・地域との共生による運営を目指すものとする。

　具体的には,物資の購入や雇用など地域に一定の経済効果をもたらすことも期待されることから,地域経済の活性化と地域雇用の創出という,地域再生に向けた取組に寄与することもねらいとしている。

　また,「民間にできることは民間に」という経済社会の構造改革の方針に従い,刑務所という治安インフラの整備・運営にも民間の資金,ノウハウ等を活用することとし,刑の執行という公権力行使に関わる業務についても民間参入を拡大するなど,官製市場の開放による雇用創出,経済効果をもたらすことをねらいとしている。
私見

　日本においても、アメリカやイギリスと同様に、刑務所へのPFI事業導入にあたって、第一に過剰収容とそれに伴う処遇環境の悪化を改善することが目的とされている。しかし、PFI刑務所の導入によって、必ずしも過剰収容が改善されるとは限らない（別レジュメ「アメリカのPFI刑務所について」参照）。また、美祢社会復帰促進センターにおいて特に顕著な傾向であるが、犯罪傾向が進んでいない、社会復帰がきわめて容易な受刑者のみを受け入れている。むしろ、社会復帰が困難な人ほど手厚い支援を必要とするのではないか。更に、いわば「スーパーA級」受刑者のみを受け入れているが、これは民間業者の国・地方公共団体の「下請け」化を示していないだろうか。いずれにせよ、PFIはまったく新しい手法であり、今後の実例の蓄積によって検討されるべき側面が大きいといえる。
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